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異議申立てに対する決定について（答申） 

 

 平成２３年６月６日付け教指第４２３号による下記の諮問について、次のと

おり答申します。 

記 

諮問第４５７号 

平成２３年５月９日付けで提起された、平成２３年３月１８日付け教指第１

８９９号で通知した行政文書部分開示決定に係る異議申立てに対する決定につ

いて 
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諮問第４５７号 

答   申 

 

第１  審査会の結論 

     千葉県教育委員会（以下「実施機関」という。）が不開示とした情報のうち、

次に掲げる事項を開示すべきである。 

 １ 下記第４の２（２）ア（ア）のうち、２３年度入試事務を担当した県職員が所

属する組織名及び同組織の電話番号 

 ２ 下記第４の２（２）ア（イ）のうち、下記第４の３（３）ア（イ）（問題用紙

の具体的運搬方法及び同時刻）以外の情報 

 

第２  異議申立人の主張要旨 

 １ 異議申立ての趣旨 

異議申立ての趣旨は、実施機関が平成２３年３月１８日付け教指第１８９９号

で行った行政文書部分開示決定（以下「本件決定」という。）の取消しを求める

というものである。 

  ２ 異議申立ての理由 

異議申立ての理由は、おおむね次のとおりである。 

（１）行政文書部分開示決定通知書の不開示部分にどのような情報が記載されてい

るのか分からず、不開示条項の該当性について検討することができない。 

行政文書部分開示決定通知書には具体的な不開示理由が記載されていない。

理由説明書に記載されている理由こそ行政文書部分開示決定通知書に記載すべ

きものである。 

（２）入学者選抜業務はすでに終了しており、「県教育委員会が行う入学者選抜事

務に関する情報であり、公にすることにより当該事務の適正な遂行に支障を及

ぼすおそれがある」との理由には疑問がある。 

 

第３ 実施機関の説明要旨 

     実施機関の説明は、おおむね次のとおりである。 

 １  異議申立てに係る行政文書開示請求及び本件決定について 
異議申立人は実施機関に対し、千葉県情報公開条例（平成１２年千葉県条例第

６５号。以下「条例」という。）に基づき、平成２３年２月１６日付けで、「教

育庁における『平成２３年度高等学校入学者選抜』に係る危機管理体制の判明す

る文書」の行政文書開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。 

   実施機関は、下記２の文書を対象文書として特定し、本件決定を行った。 
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 ２ 本件請求に係る対象文書について 

実施機関は、本件請求に係る対象文書として、「平成２３年度千葉県公立高等

学校入学者選抜 前期選抜における緊急対応について」及び「平成２３年度千葉

県公立高等学校入学者選抜 後期選抜における緊急対応について」（以下、併せ

て「本件対象文書」という。）を特定し、本件決定を行った。 

   本件対象文書は、教育振興部指導課（以下「指導課」という。）において、千

葉県公立高等学校入学者選抜（以下「公立高校入試」という。）を担当する職員

が公立高校入試前期選抜及び後期選抜を実施する際のマニュアルとして利用する

ため、指導課の職員に配布した文書である。 

本件対象文書に記録されている情報は、入学試験問題の保管と管理を行う部署

と場所、日直者、宿直者の居場所や業務、緊急の際の対応方法、連絡先等であり、

Ⅰ組織、Ⅱ予想される緊急事態、Ⅲ緊急の対応方法、Ⅳその他及び連絡網で構成

されている。 

３ 不開示の理由について 

（１）条例第８条第２号該当性について 

 報道機関各社の担当者の姓及び電話番号、指導課職員個人の電話番号は、個

人が識別される情報であることは明らかである。 

（２）条例第８条第６号該当性について 

ア 条例第８条第６号イは、「監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しく

は徴収に係る事務に関し、正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若し

くは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ」と規定し

ている。本件対象文書に記載された公立高校入試は、実施機関が公立高校の入

学者を選抜するために行う試験事務である。 

イ 本件対象文書に記載された「学力検査用紙等の配布に関する内容」は、学力

検査を実施するための本部の体制、日直者、宿直者の業務に係る情報であり、

公にされた場合、学力検査用紙の盗難や検査の実施が妨害されるなど、当該業

務の適正な遂行が妨げられるおそれがある。 

  ウ 「学力検査の実施及び評価に関する内容」は、検査の際の突発事故に伴う緊

急対応についての情報であり、公にされた場合、検査の実施が妨害されたり、

停電等で放送設備の全部又は一部が使用できなくなった状況での対応や、検査

が実施できなかった場合における対応などの様々な事態にケースバイケースで

柔軟かつ適切に判断することが困難となるなど、当該事務の適正な遂行が妨げ

られるおそれがある。 

  エ 「報道機関等の連絡先部局等名」は、報道機関及び交通機関の担当部局の連

絡先の情報であり、公にされた場合、保護者等からの問い合わせが殺到すると、
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緊急時の連絡に支障をきたすなど、当該事務の適正な遂行が妨げられるおそれ

がある。 

  オ 「電話番号」及び「ＦＡＸ番号」は公開されているものではなく、本件公立

高校入試に係る緊急時のみに特別に利用するものとして各機関より情報提供を

受けたものであり、公にされた場合、保護者等からの問い合わせ等が殺到する

と、緊急時の連絡に支障をきたすなど、当該事務の適正な遂行が妨げられるお

それがある。 

  カ よって、「学力検査用紙等の配布に関する内容」、「学力検査の実施及び評

価に関する内容」、「報道機関等の連絡先部局等名」並びに「電話番号」及び

「ＦＡＸ番号」は、いずれも条例第８条第６号に該当する。 

４ 異議申立ての理由について 

（１）理由付記に不備があるとの主張について 

本件決定における理由付記は、単に適用条文のみを記載したものではなく、

条例第８条の該当する不開示条項を適用させる理由を具体的に記載しているこ

とから理由付記に瑕疵はなく、異議申立人の主張に理由はない。 

（２）入学者選抜業務はすでに終了しており、当該事務の適正な遂行に支障を及ぼ

すおそれがあるとの理由には疑問があるとの主張について 

異議申立人は「入学者選抜業務はすでに終了しており『県教育委員会が行う

入学者選抜事務に関する情報であり、公にすることにより、当該事務の適正な

遂行に支障を及ぼすおそれがある』との理由には疑問がある。」としている。 

しかし、入学者選抜事務は毎年ほぼ同じ内容である千葉県公立高等学校入学

者選抜実施要領に基づいて実施されるため、異議申立てが提起された時点で異

議申立てに係る年度の検査は終了していても、公にすることにより、翌年度以

降の当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあることから、条例第８条

第６号に該当するものであり、該当性について疑問があるとする異議申立人の

主張には理由がない。 

 

第４ 審査会の判断 

   千葉県情報公開審査会（以下「審査会」という。）は、異議申立人の主張及び

実施機関の説明並びに本件対象文書をもとに調査審議した結果、次のとおり判断

する。 

  １ 本件請求及び本件決定について 

本件請求及び本件決定の経緯は、第３の１のとおりである。 

 ２ 本件対象文書について 

（１）本件対象文書は、平成２３年度の公立高校入学者選抜の前期選抜及び後期選
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抜（以下「平成２３年度入試」という。）における緊急対応に関する文書であ

る。 
審査会において、本件対象文書を見分したところ、本件対象文書は次のとお

り構成されていた。 

このうち、イ、ウ及びエについて、不開示とされた情報はなかった。 

   ア 前期選抜（及び後期選抜）における緊急対応について 

   イ 別紙１ 緊急対応：電車等公共交通機関に遅れが発生した場合 

ウ 別紙２ 緊急の対応方法等について 

エ 株式会社ベイエフエムに係る緊急告知の依頼文書 

オ 株式会社ベイエフエム関係者との連絡網 

（２）これらのうち、本件決定において不開示とされた情報は、次のとおりである。 

  ア 上記（１）アに記載された次に掲げる情報 

（ア）平成２３年度入試本部の事務を担当した県職員が所属する組織名及び同

組織の電話番号並びに同組織職員の宿直日及び宿直（仮眠）場所 

（イ）宿直時における同組織の業務 

（ウ）交通機関並びに放送機関の名称、電話番号及びファクス番号 

（エ）株式会社ベイエフエム職員の氏名及び携帯電話番号 

（オ）国語聞き取り検査及び英語リスニングテストについての緊急対応 

   イ 上記（１）オに記載された次に掲げる情報 

（ア）株式会社ベイエフエムの連絡先部局名及び職員の氏名 

（イ）平成２３年度入試事務を担当した県職員の携帯電話番号 

 ３ 条例第８条該当性について 

（１）条例第８条第２号該当性について 

 本件対象文書に記載されている情報のうち次に掲げるものは、条例第８条第

２号に規定する、個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名その他

の記述等により特定の個人を識別することができるものに該当すると認められ、

かつ、同号ただし書に該当しない。 

ア 上記２（２）ア（エ）及びイ（ア）のうち、株式会社ベイエフエム職員の

氏名 

イ 上記２（２）ア（エ）のうち、株式会社ベイエフエム職員の携帯電話番号 

ウ 上記２（２）イ（イ） 

（２）条例第８条第３号及び第６号該当性について 

 本件対象文書に記載されている情報のうち、上記２（２）ア（ウ）は、公に

すると、交通機関の事故等発生時における一般県民からの電話等が殺到するこ

とにより、当該交通機関及び報道機関の連絡先部局の電話が他の業務のために



- 5 - 

使用できなくなることが予想され、公にすることにより、当該法人等又は当該

個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるから、条例

第８条第３号イに該当する。 

 また、交通機関及び報道機関の連絡先部局への電話の不通により、公立高校

入試の事務担当者から交通機関及び報道機関への電話連絡等ができなくなるこ

とも予想され、公立高校入試の事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適

正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるから、条例第８条６号柱書きにも該当す

る。 

（３）条例第８条第６号該当性について 

ア 不開示とすべき情報について 

（ア）上記２（２）ア（ア）のうち、平成２３年度入試事務を担当した県職員

の宿直日及び宿直場所については、公にすることにより、問題用紙が盗ま

れるおそれがある等公立高校入試の事務又は事業の性質上、当該事務又は

事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるから、条例第８条６号柱書

きに該当する。 

（イ）上記２（２）ア（イ）のうち、問題用紙の具体的運搬方法及び同時刻に

ついては、上記（３）ア（ア）と同様に、公にすることにより、問題用紙

が盗まれるおそれがある等公立高校入試の事務又は事業の性質上、当該事

務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるから、条例第８条６

号柱書きに該当する。 

（ウ）上記２（２）ア（オ）の国語聞き取り検査及び英語リスニングテストに

ついての緊急対応は、公にすることにより、現場の各学校における弾力的

な対応が困難となり、公立高校入試の事務又は事業の性質上、当該事務又

は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるから、条例第８条６号柱

書きに該当する。 

   イ 開示すべき情報について 

   （ア）上記２（２）ア（ア）のうち、平成２３年度入試事務を担当した県職員

が所属する組織名及び同組織の電話番号については、県庁舎の廊下に貼付

され、来庁者であれば何人も閲覧可能な指導課座席表に記載されている情

報であり、公にすることにより、公立高校入試の事務又は事業の性質上、

当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとまではいう

ことができず、条例第８条６号に該当しない。 

（イ）上記２（２）ア（イ）のうち、上記３（３）ア（イ）（問題用紙の具体

的運搬方法及び同時刻）以外の情報については、公立高校入試の事務を担

当する職員がとるべき一般的な行為に関する情報であり、条例第８条６号
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に該当しない。 

４ 本件決定における理由付記について 

（１）条例第１２条第１項は、「実施機関は、開示請求に係る行政文書の全部又は

一部を開示するときはその旨の決定をし、開示請求者に対し、速やかに、その

旨及び開示の実施に関し実施機関が定める事項を書面により通知しなければな

らない。」と規定する。 

   また、同条第３項は、「実施機関は、開示請求に係る行政文書の全部又は一

部を開示しないときは、その理由を前各項に規定する書面に記載しなければな

らない。」と規定しており、理由の付記を義務付けている。 

（２）一般に、法規が行政処分に理由を付すべきものとしている場合において、そ

の趣旨とするところは、行政庁の判断の慎重・合理性を担保してその恣意を抑

制するとともに、処分の理由を相手方に知らせて不服の申立てに便宜を与える

ことにあるものと解され（最判昭和３８年５月３１日民集第１７巻第４号６１

７頁）、申請により求められた許認可等を拒否する処分をする場合も、これと

同一の趣旨によるものと解するのが相当である。 

このような理由提示制度の趣旨にかんがみれば、許認可等の申請を拒否する

処分に付すべき理由としては、いかなる事実関係についていかなる法規を適用

して当該処分を行ったかを、申請者においてその記載自体から了知しうるもの

でなければならないというべきである。 

（３）また、東京都公文書開示等に関する条例（昭和５９年東京都条例１０９号）

に係る理由付記について、最高裁は、「理由付記制度の趣旨にかんがみれば、

公文書の非開示決定通知書に付記すべき理由としては、開示請求者において、

本条例九条各号所定の非開示事由のどれに該当するのかをその根拠とともに了

知し得るものでなければならず、単に非開示の根拠規定を示すだけでは、当該

公文書の種類、性質等とあいまって開示請求者がそれらを当然知り得るような

場合は別として、本条例七条四項の要求する理由付記としては十分ではないと

いわなければならない。」（最判平成４年１２月１０日判時１４５３号１１６

頁）と判示する。 

つまり、「公文書の非開示決定通知書に付記すべき理由としては、開示請求

者において、（中略）非開示事由のどれに該当するのかをその根拠とともに了

知し得るものでなければなら」ないが、「当該公文書の種類、性質等とあいま

って開示請求者がそれらを当然知り得るような場合は別」である旨判示するも

のである。 

（４）本件についてみると、本件決定通知書には開示しない理由として、「県教育

委員会が行う入学者選抜事務に関する情報であり、公にすることにより、当該
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事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため。（６号）」との理由が示

されているにとどまっており、この限りでは、なぜ条例第８条６号に該当し不

開示とされたものであるかを異議申立人が知ることは困難であるといえる。 

（５）一方、条例第８条第６号に該当するため、開示しない部分として、本件決定

通知書には、「電話番号（６号）、学力検査用紙等の配布に関する内容（６

号）、学力検査の実施及び評価に関する内容（６号）、報道機関等の連絡先部

局等名（６号）、ＦＡＸ番号（６号）」と記載されている。 

また、本件対象文書において条例第８条第６号該当として不開示とされたの

は、本部設置場所の欄、本部における宿直の日時及び業務の欄、報道機関等の

連絡先部局等名並びに電話及びＦＡＸ番号の欄、国語聞き取り検査及び英語リ

スニングテストの欄である。 

（６）本件決定において不開示とされた部分に係る情報は、本部設置場所（問題用

紙の保管場所）に係る情報、宿直職員が公立高校入学者選抜の前日までに行う

べき梱包等具体的運搬方法に係る業務や宿直者が注意すべき事項に係る情報、

さらにはリスニングテスト等の緊急対応に関する事項に係る情報であるが、入

学試験時において、問題用紙の盗難、試験問題の漏えいや交通機関の乱れ等に

よるトラブルの発生等については、よく報道されるところである。 

（７）そこで、本件決定書に付記された理由と不開示とされた欄とを考え併せると、

異議申立人においては、不開示とされた情報については、条例第８条第６号柱

書きにいう事務事業情報に当たり、これらを公にした場合、問題用紙の盗難や

リスニングテスト等の緊急対応が困難になるなどして、公立高校入学者選抜事

務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると判断されたことを容易に認識し

得るものと認められ、実施機関において、不開示とされた部分に係る情報が同

号の不開示情報に該当するとして本件決定をしたことを、その根拠とともに了

知し得るものであったといえる。 

（８）よって、理由付記に不備があるとまでは言えず、取消し相当との異議申立人

の主張を取り上げることはできない。 

５ 異議申立人の主張について 

異議申立人はその他種々主張しているが、審査会の判断に影響を及ぼすもので

はない。 

６ 結論 

以上のとおり、実施機関が不開示とした情報のうち、次に掲げる事項を開示す

べきである。 

（１）上記第４の２（２）ア（ア）のうち、２３年度入試事務を担当した県職員が

所属する組織名及び同組織の電話番号 
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（２）上記第４の２（２）ア（イ）のうち、上記第４の３（３）ア（イ）（問題用

紙の具体的運搬方法及び同時刻）以外の情報 

 

第５  審査会の処理経過 

     当審査会の処理経過は、別紙のとおりである。 
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別 紙 

審査会の処理経過 

 

年 月 日 処 理 内 容 

平成２３年６月 ６日 諮問書の受理 

平成２３年７月１０日 実施機関の理由説明書の受理 

平成２４年３月２３日 審議 

実施機関から不開示理由の聴取 

平成２４年４月２７日 審議 

平成２４年６月 １日 審議 

平成２４年６月２９日 審議 

 
 

（参考） 

千葉県情報公開審査会第２部会 

 

氏 名 職 業 等 備 考 

泉  登 茂 子 公認会計士  

木 村  琢 麿 千葉大学大学院専門法務研究科教授  

荘 司  久 雄 城西国際大学非常勤講師 部会長 

鈴 木  牧 子 弁護士 部会長職務代理者 

（五十音順：平成２４年６月２９日現在） 

 

 


